
平成20年 7月 17日 判決青渡 同 日原本領収 裁 判所書記官

平成 19年 0第 112号 損害賠償請求控訴事件,平 成 20年 働第30号 附帯控訴事

件 (原審 。大阪地方裁判所平成 12年 の第 67号 )
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1 本 件控訴及び本件附帯控訴をいずれも乗却する。

2 控 訴費用は控訴人の負担とし,附 帯控訴費用は被控訴人らの負担とする。

事 実  及  び  理  由

第 1 当 事者の求めた裁判

1 控 訴人

(1)原 判決中控訴人敗訴部分を取 り消す。

修)被 殺訴人 らの請求を棄却する。

〔3)被 控訴人らの本件附帯控訴を薬却する。

(4)訴 訟費用は,第 1, 2審 とも,被 控訴人らの負担とする。

被控訴人ら

原判決を次のとおり変更する。

控訴人は,門 河内消帝施設紅合に対し, 12億 1800万 円及びこれに対

する平成 12年 4月 1日から支払済みまで年 5分 の割合による金員を支払え。

控訴人の本件控訴を業却する。

'控
訴費用及び附帯控訴費用は,い ずれも控訴人の負担とする。

(2)につき仮執行宣言

第 2 事 茶の概要

1 本 件は,一 部事務組合である南河内清掃施設組合を組織する市又は町の住民

でみる被控訴人らが,平 成 9年 8月 27日 に同組合と控訴人とのPHBで締結され

た焼却施設等建設土事 (南河内清掃施設組合第2清掃工場建設工事)の 請負契

約は,控 訴人らが談合をした結果に基づき,同組合の実施した指名競争入札に

おいて,予 定価椿を超えて受注予定者|された控訴人を1位とする入札をした

ため,同 純含と控訴人との交渉により当該予定価格を超えて締結されたもので
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あり,同 組合は,こ れにより談合がなければ形成 されたであろう代金額 と契約

代金額 との差額相当額 として少なくとも 12億 1800万 円の損害を被つたか

ら,整 舗人に対 し,不 法行為に基づき,同 額の損害賠償請求権を有 しているに

もかかわらず,そ の行使を連法に怠ってぃるとして,地 方 自治法 (平成 14年

法律第 4号 による改正前のもの。以下同じ。)242条 の 2第 1項 4号 に基づ

き,同 組合に代位 して,念 る事実に係 る相手方である控訴人に対 し,損 害賠償

の請求 として 12億 1800万 円及びこれに対す る不法行為の後である平成 1

2年 4月 1日 か ら支払済みまで民法所定の年 5分 の割合による遅延損害金の文

払を求めた事集である。

原審は,控 訴人が南河内清掃施設組合に対 し, 7億 0860万 2160円 及

びこれに対する平成 12年 4月 1日 から支払済みまで民法所定の年 5分 の割合

による遅延損害金を支払 うべきことを命 じ,被 控訴人 らのその余の請求を栗却

した。

これに対 しン機訴人は,前 記第 1の 1(た だ し,(3)を除く。)記 栽の裁判を

求めて控訴を提起 し,被 控訴人 らは,前 記第 1の 2(た だ し,(3)を除く。)記

載の裁判を求めて附帯控訴を提起 した。

2 前 提事実

次のとお り補正するほかは,原 判決の 「事実及ぴ理由」の 「第 2 事 案の概

要】棚 2(2買 7行 日から6買 3行 目まで)に 記載のとお りであるから,こ れ

を引用する。ただ し, 4買 24行 日の 「平 16年 」を 「平成 16年 」に改める。

3 争 点及び争点に関する当革者の主張

原判決の r事実及び理由」の 「第 2 事 案の概要J欄 2(6頁 5行 日から4

7頁 15行 日まで)に 記哉のとお りであるから,こ れを引用する。

第 3 当 裁判所の判断

1 当 裁判所も,次 のとお り補正す るほか,当 審における当事者双方の主張及ぴ

証拠を検討 しても,原 判決の路定
・判断を相当とするものであって,そ の理由



は,原 判決の 「事実及ぴ理由」の 「第 3 当 裁判所の判断」欄 (47頁 17行

日から919買 25行 日まで)に 記戦のとおりであるから,こ れを引用する。

(1)89貫 21行 日の 「発祥の地」を 「発祥の地の近くJに 改める。

(2)99買 24行 目から25行 目にかけた 「7億 0860万 2160円 の限度

でこれを認めることができる。」を 「7備 o860万 2160円 をもって柏

当と認めるべきである。」に改める。

2 推 訴人の主張に対する判断

(1)怠 る事実の有無について

控訴人は,市 河内消齢施設組合による本件損害賠償詰求権の行使,不 行使
につき,怠 る事実はないと主張するが,当 裁判所も,原 判決と同様に,本 件

損害賠償請求権の行使につき,南 河内清掃施設組合には裁量権はないので,
同組合による権利の行使につき,怠 る事実がないとはいぇない (この点につ

き,独 占禁止法における審判事件の係馬は直接の影響を及ぼさないといぅペ

きである。)と 解するものである。したがって,維 訴人の上記主張は理由が

名さい 。

修)談 合行為の存在について

控訴人は,本 件工事を受注するにつき,談 合行為は存在しなかったと主張

し,当 審におぃて乙D14な いし31を 提出するが,当 裁判所は,こ れらを

考慮 しても,こ の点についての原判決の認定 ,判断を正当と半J断するもので

ある。 したがって,控 訴人の上記主張は理由がない。

(3)控 訴人,被 控訴人らは,い ずれも,原 半J決の本件における損害額の認定 ・

判断を不当であると主張するが,原 判決は,証 拠に基づき,具 体的事実に即

した合理的な損害須の認定 ・判断に努めたものであって,当 裁判所も,原 判

決の損害額についての認定 ・判断を正当と判断するものである。したがって,
雄訴人及び被控訴人らの上記主張はいずれも理由がない。

(4)遅 延損害金の起算 日について



控訴人は,本 件工事についての工事代金の支払がすべて完了したのが平成

12年 5丹 30日 であるので,本 件損害賠償債務についての遅延損害金の発

生回は,そ の支払最終日の同日とすべきであると主張するが,不 法行為にお

ける損害賠償債務の遅延損害金の起算日は,不 法行為後であれば,い つでも
'  差

し支えないので,原 判決のとおり,不 法行為後である平成 12年 4月 1日

をもつて,遅 延損害金の起第日とすることは何ら不当ではない。したがって,

維訴人の上記主張は理由がない。

第4 結 論

よつて,被 控訴人らの請求は,原 判決か鵠容した限度で理由があるからこれ

を認容し,そ の余は理由がないから棄却すべきところ,こ れと同旨の原判決は

相当で,本 件控訴及び本件附帯控訴はいずれも理由がない (なお,被 控訴人ら

の当審における仮執行宣言の申立ては相当でないのでこれを付さない。)の で,

失当として築却することとし,主 文のとおり判決する。

大阪南等裁判所第9民事部
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